
 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県 ICT 推進プラン 

2020～2022 



 

 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本文中で＊印を付けてある用語は、巻末に解説があります。 



 

 

 

 
3 

 

  

新潟県ＩＣＴ推進プラン（2020～2022） 

はじめに 

 

新たなイノベーションは様々な社会課題を解決し、暮らしをより安心で豊かにする

可能性があります。ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇなど革新を続けるテクノロジーが、社会の仕

組みや既存のビジネスモデルを新たなステージへ導きます。 

行政においてもデジタル化が進み、変革の次の出発点にある現在、安全に安心して

暮らせる社会や効率的な行政運営の推進などのために、データやＩＣＴを効果的に活

用することが重要です。 

これまで本県では、平成 18 年度に「新潟県行政情報化プラン(2006～2008)」を策

定し、以降改訂を重ね、県組織内の行政情報化として基盤整備や内部事務の効率化等

を進めるとともに、平成 24 年度改訂以降、県内の地域情報化を加えて、県民生活に

より直結する形でのＩＣＴ活用を着実に推進してまいりました。 

今回策定の「新潟県ＩＣＴ推進プラン(2020～2022)」においても、新潟県総合計画

で掲げた「住んでよし、訪れてよしの新潟県」という基本理念の実現をＩＣＴ活用の

観点から推進してまいります。 

また、本プランは、2016（平成 28）年 12 月に施行された官民データ活用推進基本

法に基づき、都道府県が策定することとされた官民データ活用推進計画としての役割

を担うものであり、同法の基本的な方針などを踏まえながら、データやＩＣＴの活用

を推進します。 

また、本プランの策定に当たりましては、県民の皆様や有識者等、多くの方々から

貴重な御意見をいただきました。ここに深く感謝申し上げます。 

 

新潟県知事 花角 英世 
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本プラン作成に当たり、有識者会議において、貴重な助言をいただきました。 
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第１章 計画策定にあたって 

 

Ⅰ 計画の目的・位置付け  

「住んでよし、訪れてよしの新潟県」という基本理念を掲げる新潟県総合

計画をＩＣＴ活用の観点から推進すること及び本県におけるＩＣＴ利活用

の今後の展開を示すことを目的とします。 

また、官民データ活用推進基本法第９条に基づく、本県の「官民データ活

用推進計画」としても位置付け、一体的に取り組みます。 

 

Ⅱ 計画期間 

本プランの計画期間は、令和２年度から令和４年度までの３年間とします。 

ただし、計画期間を超えた中長期的な視点で取り組む必要がある項目も含

まれています。 

 

Ⅲ 計画の構成 

本プランは、地域におけるＩＣＴの推進及び行政におけるＩＣＴの推進の

２つに大別し、現状及び課題、今後の目標や取組事項を記述しています。 
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第２章 デジタル化の現状とめざす姿 

 

Ⅰ ＩＣＴをめぐる社会動向 

（１）インターネット利用環境の変化  

スマートフォンの個人保有率は、平成 25 年から平成 29 年までに全体で

20％以上増加しています。多くの世代で増加傾向にあり、特に 20 代及び 30

代では 90％以上がスマートフォンを保有しています。 

 

出典：通信利用動向調査（総務省） 

 

主な情報通信機器の保有状況を世帯別でみると、平成 29 年には、「スマー

トフォン」（75.1％）を保有している世帯が「パソコン」（72.5％）と固定電

話（70.6％）を上回り一番高い割合となりました。 
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スマートフォンの個人保有率の推移



 

 

 

 
9 

 

  

新潟県ＩＣＴ推進プラン（2020～2022） 

 

 

出典：通信利用動向調査（総務省） 

 

スマートフォンの普及、ＳＮＳ*や動画配信サービスの利用拡大、企業に

おけるデータ活用やクラウド*サービスの普及、ＩｏＴ*の進展等に伴い、ネ

ットワークを流通するデータトラヒック（通信量）は飛躍的に増大するとと

もに、令和２年からは第５世代移動通信システム（５Ｇ*）の商用サービスが

開始されます。 

こうした質・量・頻度ともに豊富なデータ（ビッグデータ*）の活用につい

て、ＡＩ*を用いて社会課題の解決や利便性・生産性の向上につなげようと

する動きが始まっています。 

 

  

情報通信機器の世帯保有率の推移
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出典：我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（総務省） 

 

（２）ＡＩ・ＩｏＴによる変革  

パソコンやスマートフォンといった情報通信機器だけでなく、様々なモノ

がネットワークに接続され、生成されたデータを高度に活用するＩｏＴなど

の導入が進んでいます。また、音声や画像認識の領域でも、ＡＩの活用によ

り実用可能なレベルの精度を出すことが可能になりつつあります。 

自動車の領域では、メーカーだけではなくＩＣＴ*分野などの異業種も参

入し、自動運転車を目指した取組が進められています。自動運転の実現によ

って、都市部では渋滞の緩和、郊外・地方では巡回バスなどを活用した公共

交通の維持などが期待されています。 

このほか、製造、医療、介護、防災など幅広い領域でＡＩやＩｏＴの活用

が試みられており、生産性の向上や労働力不足への対応などに、有効に活用

我が国のブロードバンド契約者の総トラヒック（推定値）
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できる可能性が広がっています。 

このように、ＩＣＴの進展とそれに伴う多様なプレーヤーの参加により、

産業の多様化が進んでいます。金融分野では、モバイル決済*やブロックチ

ェーン*など新たなサービスが広がり、FinTech*（フィンテック）と総称され

ています。 

また、ＩｏＴの進展に伴い、基盤となる通信ネットワークの重要性は飛躍

的に増大しています。その中で次世代のネットワークとして５Ｇ*への期待

が高まっています。 

今後、我が国においては、人口減少と高齢化が進展し、2040 年頃には行政

運営が最も厳しくなると言われています（総務省「自治体戦略 2040 構想研

究会」）。そうした危機を乗り越えるため、ＡＩ、ＲＰＡなどのＩＣＴの活用

が一層求められるものと考えます。 

 

Ⅱ 国の動向 

平成 28 年 1 月、「第５期科学技術基本計画」が閣議決定され、我が国が目

指すべき未来社会の姿として「Society（ソサエティ）5.0」が提唱されまし

た。 

Society5.0 とは、狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society2.0）、

工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く新たな社会で、

この社会においては、私たちが暮らす現実の世界（フィジカル空間）とイン

ターネットなどの仮想の空間（サイバー空間）を高度に融合させ、経済発展

と社会的課題の解決が両立されます。 

 フィジカル空間からＩｏＴなどを通じて集積されたあらゆる情報をＡＩ

が解析し、高付加価値をフィジカル空間にフィードバックすることで、交 
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通、医療、ビジネス、農業をはじめとするあらゆる分野で大きな変化が起

こり、誰もが快適に生活できる人間中心の社会にもつながっていきます。 

     

出典：内閣府ホームページ 

同年 12 月には、国が官民データ利活用のための環境を総合的かつ効率的

に整備するため「官民データ活用推進基本法」が公布・施行されました。こ

れを受け、平成 29 年５月に「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用

推進基本計画」を閣議決定しています。（平成 30 年６月に「世界最先端デジ

タル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」に変更。） 

平成 30 年６月に閣議決定された「未来投資戦略 2018」では、基本的考え

方として「第４次産業革命の社会的実装によって、現場のデジタル化と生産

性向上を徹底的に進め、日本の強みとリソースを最大限活用して、誰もが活

躍でき、人口減少・高齢化、エネルギー・環境制約など様々な社会課題を解

決できる、日本ならではの持続可能でインクルーシブな経済社会システムで

ある『Soceiety5.0』を実現する」としており、無人自動運転や MaaS*などの

次世代モビリティ・システムの構築やＡＩ等による農林水産業のスマート化

などを重点分野として取り組んでいます。また、これらを支える基盤づくり
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として５Ｇの基盤整備やＡＩ時代に対応した人材の育成を行うとともに、既

存の縦割り規制からサービスや機能に着目した横断的な制度への改革を大

胆に進めることとしています。 

さらに令和元年６月に「デジタル時代の新たな IT 政策大綱」を提示し、

今後の我が国の IT 政策の「羅針盤」とすることを謳い、デジタル時代の方

向性が示されました。あわせて前述の「世界最先端デジタル国家創造宣言・

官民データ活用推進基本計画」が改定され「IT 新戦略」として社会全体の

デジタル化に向けた取組が追加されています。 

 

Ⅲ 本県におけるこれまでのＩＣＴ活用の取組 

「新潟県情報化プラン（2016～2019）」では、「新潟県『夢おこし』政策プ

ラン」が掲げる「将来に希望の持てる魅力ある新潟県」の実現のため、地域

情報化として、ＩＣＴを活用した快適・安全・豊かなくらしの実現や地域の

活性化に取り組みました。また、行政情報化として、「新潟県行政経営改革

推進ビジョン」を踏まえてＩＣＴ活用による行政経営の高度化及び効率化を

実施してきました。 

（１）地域情報化  

「くらし」の分野では、新潟県総合防災情報システムの再構築、被災者生

活再建支援システムの導入などの危機管理体制の整備や、新幹線トンネル・

条件不利地域における携帯電話及びブロードバンド等の通信環境の整備促

進に向けた要望、宿泊施設・観光施設の無線ＬＡＮ環境整備支援など情報イ

ンフラの整備に関する取組を行ってきました。 

また、教員のＩＣＴ活用指導力の向上や青少年の安全安心なインターネッ

ト利用等に取り組みました。 
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「産業」の分野では、ＡＩ、ＩｏＴを活用する企業の育成や農林漁業者の

経営発展につながるＩＣＴ活用の取組を支援しました。 

また、新潟米特設ウェブサイトを開設するなど、新潟らしい食文化等をＰ

Ｒするコンテンツを充実するとともに、外国語観光ウェブサイトのリニュー

アルを行いました。 

（２）行政情報化  

「情報基盤・システムの高度化・効率化」として、庁内オープンデータの

導入に向けた取組や職員間の情報共有の強化のためファイルサーバ*利用所

属の拡大などを行いました。 

また、「人材育成」として、職員向けに庁内システムの基礎的活用能力の

向上を図る研修やＩＣＴリテラシ*研修を実施しましたが、新技術、専門的

技術等の活用能力向上に関する研修については、働き方改革に伴い導入が考

えられる新技術の研修を検討したものの実施にまで至らず、今後の課題とな

っています。 

「情報セキュリティの確保」については、新潟県情報セキュリティポリシ

ーに基づくセキュリティ対策を実施するとともに、点検や監査、教育訓練を

行いました。また、インターネットからの脅威などに対応するため、セキュ

リティの強じん化を図りました。 

 

Ⅳ 本県のめざす姿 

本県は、県土に広がる美しい自然や多様な地域資源、恵まれた農林水産資

源と豊かな食文化などを有するとともに、ものづくりをはじめとした産業基

盤・産業技術の蓄積、日本海側の表玄関としての地理的特性と整備された交

通網など、本県の成長や発展に資する様々な基盤や潜在力を有しています。 



 

 

 

 
15 
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総合計画「第２章 社会経済の状況の変化と新潟県の特性・課題」の「１ 

人口構造の変化」にも記載のとおり、歯止めのかからない人口減少や全国よ

り速いペースで進む少子高齢化などによる経済活動の縮小や社会の活力の

低下に加え、地域社会の維持が困難になるなどの影響が懸念されます。また、

暮らしを取り巻く状況変化や、安全・安心への意識の高まりなど解決すべき

社会的課題は複雑化しています。 

しかし、Society 5.0 の実現に伴い、イノベーションで創出される新たな

価値により、地域等による格差がなくなり、個々の多様なニーズなどに対し

て、きめ細かな対応が可能となります。モノやサービスが必要な人に、必要

な時に、必要なだけ提供されるとともに、社会システム全体が最適化され、

経済発展と社会的課題の解決を両立していける社会となります。 

        新潟県総合計画（平成３１年３月策定） 

「暮らし」については、過疎化・高齢化が進む地域において、ドローンを

活用した買物支援や自動運転車による交通手段の確保が期待され、「医療」

については、タブレットやスマートフォンを通じて患者を診察する遠隔診療

により、医師不足の地域への医療の提供が期待されます。 
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「産業」については、ＡＩやＩｏＴ、ビッグデータ解析技術の活用などに

より、超省力・高生産なスマート農業の実現や、生産性の効率化や自動化な

どによる製造業の生産性向上など、県産業の競争力を強化するとともに、人

手不足解消にもつながります。 

また、「教育」については、ＩＣＴを適切かつ主体的・積極的に活用でき

る児童生徒の育成が求められるとともに、ＩＣＴ環境の整備により、多様性

のある学習環境や専門性の高い授業の実現等、児童生徒の学びの質の向上が

期待されます。 

以下では計画期間における地域及び行政における具体的なＩＣＴ推進計

画を記載します。 

（１）地域におけるＩＣＴの推進  

① 安全に安心して暮らせる、暮らしやすい新潟 

安全で安心な暮らしの実現のために、ＳＮＳ等を活用した防災情報等の

充実やサイバー空間の安全・安心の確保などの取組を推進します。また、

住み慣れた地域で自立した生活が続けられるよう、ビッグデータを活用し

た健康寿命の延伸に向けた取組や介護、子育てに関する情報発信などにＩ

ＣＴを活用します。 

② 地域経済が元気で活力のある新潟 

産業の振興や付加価値の高い農林水産業の実現、働きやすい環境づくり

のために、ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ等の活用促進や人材の育成に取り組みます。

また、定住人口及び交流人口の拡大のため、ＳＮＳやポータルサイトなど

多様な情報発信ツールを活用したＵ・Ｉターンの促進、観光情報の発信の

取組を推進します。 

③ 県民一人一人が学び、成長し、活躍できる新潟 
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新潟県ＩＣＴ推進プラン（2020～2022） 

誰もが個性に応じた質の高い豊かな教育を受けることができ、学びやす

く、成長・活躍できる教育の実現のため、ＩＣＴによる教職員の指導力向

上やＳＮＳを活用したいじめ防止等の取組の強化などに取り組みます。 

   

（２）行政におけるＩＣＴの推進  

① 電子行政の推進・働き方改革の推進 

行政サービス向上のため、各種手続のオンライン化やシステムの利便性

向上など電子行政を推進します。 

また、事務の効率化や働き方改革の観点から、行政事務におけるＡＩ・

ＲＰＡの導入を進めるとともに、タブレット端末を活用した会議資料のペ

ーパーレス化やテレワーク等を推進します。 

② オープンデータの推進 

    官民協働による諸課題の解決や経済活性化を図るため、オープンデー 

タ*の導入の取組を強化します。 

③ 情報基盤・システムの高度化・効率化 

情報基盤やシステムの高度化・効率化をさらに進めるとともに、インタ

ーネット利用環境等の変化に対応した、クラウド、スマートデバイス等の

情報機器及びＡＩ等の活用に取り組みます。 

    ④ 人材育成 

円滑かつ効率的な業務を遂行するため、システムの構築やＩＣＴの活用

能力を習得するための研修を設けて人材育成を行います。 

      

また、本プランの推進に当たっては、個人情報保護の観点も含め、適切な

情報セキュリティ対策を講じます。 
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 ○ ５Ｇ等を利活用した Society5.0 の実現  

令和２年春に通信事業者による商用サービスが開始され、企業等が独自

に構築可能なローカル５Ｇの制度運用が始まっている５Ｇは、都市部はも

とより、人口減少が進む地方にとって、医療、教育、農業、モビリティなど

様々な分野での活用が見込まれており、Society5.0 を支える基盤としての

活用が期待されています。 

さらに、国は Society5.0 実現に向けた取組を加速していく方針を示すな

ど、今後、地方においても取組が加速していくと考えられます。 

通信事業者によるエリア展開については、国においても地方へ配慮した５

Ｇ特定基地局の開設計画の認定が行われたところですが、具体的な置局場所

等については通信事業者に任されているため、収益性の高い都市部で先行し、

地方が後回しになる懸念があります。 

こうした現状等を踏まえ、都市と地方で偏りなく通信基盤の整備が行われ

るよう全国知事会等を通じた国への要望を行うとともに、５Ｇの展開を含む

Society5.0 の実現等について「住んでよし、訪れてよしの新潟県」づくりに

積極的に活用するため、検討を進めます。 
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Ⅴ マネジメント 

以下の進行管理及び推進体制によりＰＤＣＡ*を実施することで、本プラ

ンの取組を着実に進めます。なお、本プラン本編には主な取組事項を掲載し

ており、計画期間内の取組の見直しについては施策集の改正等により実施す

ることとします。 

●進行管理及び推進体制 

 ＩＴ推進本部  本部長：ＣＩＯ（知事） 

副本部長：副知事 

本部員：全部局長 

  

Plan 
(計画) 

Check 
(評価) 

Do 
(実行) 

Act 
(改善) 

新潟県ＩＣＴ推進プラン 

取組推進 見直し 

新潟県 IT 推進本部 
本 部 長：ＣＩＯ（知事） 

副本部長：副知事 

本 部 員：全部局長 
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第３章 地域におけるＩＣＴの推進 

 

Ⅰ 安全に安心して暮らせる、暮らしやすい新潟 

 

１ 一段加速した防災・減災対策の推進／安全・安心な地域を支える

基盤づくり 

≫ 現状・課題   

本県はこれまでの自然災害等の経験を踏まえ、防災力の向上に努めてきま

したが、より迅速で的確な対応が必要となっています。 

また、県が保有するインフラ施設及び公共施設は、老朽化が進んでおり、

今後、より適切で効率的な管理・補修・更新が必要です。 

こうした地域の安全・安心の確保などを担う建設業では、就業者が減少し

ているため、持続的経営の体制づくりが課題となっています。 

   

≫ 取組事項   

○ 防災情報等の充実を図ることにより、住民主体の迅速かつ確実な避難

行動を支援 

○ 新潟県総合防災情報システムの強化   

○ 公共施設の状況のデータベース化 

○ 建設現場のＩＣＴの普及促進に向けた支援 

○ 通信環境等に関する格差の解消促進 
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２ 安全で安心なまちづくり 

≫ 現状・課題   

県内の犯罪率等は減少傾向にありますが、犯罪が多様化し、高度化してい

る中、犯罪の未然防止や犯人の早期検挙などが課題となっています。 

また、サイバー犯罪やサイバー攻撃の脅威が国・県境を越えて広がるなど

県民生活を取り巻く治安環境は大きく変化しています。 

道路交通における安全と円滑化を図っていますが、安全・快適で環境にや

さしい交通社会の実現に向け、更なる取組が必要となっています。 

 

≫ 取組事項   

○ 犯罪の未然防止のため、将来的なＡＩ等の活用の検討 

○ サイバーパトロールの強化、サイバーセキュリティ情報発信の充実 

○ 運転支援など高度道路交通システム*の活用 

     

３ 健康立県の実現 

 ≫ 現状・課題   

これまで健康・医療・介護分野のデータは、市町村や医療機関、介護施設

等がそれぞれ分散して管理してきたため、健康寿命の延伸、医療・介護連携

体制の充実、被保険者の健康維持や医療・介護給付の最適化、財政基盤の強

化の取組などを十分に行うことができていない状況にあります。 

そのため、国において進めているデータヘルス改革等の取組と整合性を図

りながら、個人情報保護の観点も踏まえ、現在分散しているデータをつなげ、

県民の健康づくりのためのツールとして一体的な活用ができる環境を整備

することが必要となっています。 
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≫ 取組事項   

○ 「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の構築 

○ すべての県立病院における電子カルテ導入 

 

４ 子どもを生み育てやすい環境の整備／住み慣れた地域で自立し

た生活が続けられる福祉の充実 

 ≫ 現状・課題   

本県でも、未婚化・晩婚化の進展などにより出生数が減少しています。ま

た、女性の社会進出の増加により、働きながら安心して子育てを行うための

ニーズが多様化しており、子育てに関する情報の充実を含めた環境整備が望

まれます。 

一方、高齢化の急速な進展により、介護サービスのニーズが増加し、介護

職員の人材確保が課題となっています。 

    

≫ 取組事項   

○ ＳＮＳ、ポータルサイト等を活用した結婚・子育てに関する切れ目な

い情報提供等の推進 

○ ポータルサイトを活用した介護人材確保に関する情報提供の強化 

○ 介護保険サービス事業所における介護ロボット導入等の支援 
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Ⅱ 地域経済が元気で活力のある新潟 

 

１ 多様な地域資源を活かした交流人口の拡大 

 ≫ 現状・課題   

旅行形態の多様化に加え、情報発信の手法が広告型からＳＮＳなどの対話

型に移行するなど、観光を取り巻く環境は大きく変化しており、旅行者ニー

ズに対応した観光地づくりや体験型コンテンツの開発、本県の魅力とストー

リーの効果的な発信を進めていくことが重要となっています。 

また、今後、人口減少などによる国内市場の縮小が見込まれるなか、訪日

外国人の誘客を更に進めていくことが必要であり、ターゲット市場のニーズ

を踏まえた外国人目線による発信が重要となっていきます。   

 

 ≫ 取組事項   

〇 ＳＮＳなど多様な情報発信ツールによる観光情報の発信の充実 

〇 訪日外国人を対象としたＳＮＳによる情報の充実、多言語観光情報 

サイトのリニューアル 

○ ＭＩＣＥ*誘致の推進 

○ 文化イベント及び地域文化・行事のＰＲのためのＳＮＳやポータルサ 

イト等による情報発信の推進 

 

２ 挑戦する人や企業が生まれ、集まる環境の整備 

 ≫ 現状・課題   

本県では、地域の特性を活かした多様な産業が各地に集積するとともに、

優れた技術を有する企業が多数あります。一方で、経営規模が小さく、中間
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財生産や下請け取引を主とする企業等が多く、十分な付加価値や利益が得ら

れにくい産業構造となっています。 

このためＩＣＴの活用による製品の高付加価値化や成長が見込まれる分

野への進出に加え、労働力の不足に対応した省力化などが課題となっていま

す。 

なお、本県では、産学金官で構成する「新潟県ＩｏＴ推進ラボ」を通じて、

県内企業におけるＩｏＴなどの先進的な技術の活用等を推進しており、地域

未来投資促進法に基づく本県の基本計画においても、ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグ

データ等の技術活用等に取り組むこととしています。 

 

≫ 取組事項   

○ 県内企業のＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ等の活用促進及び人材育成等の支援 

○ 起業・創業に関するＳＮＳやポータルサイト等による情報発信の強化 

○ 民間企業や大学等によるＩＣＴの普及啓発・実用化等への支援 

○ キャッシュレス決済の普及促進 

 

３ 多様な雇用の場の確保と働きやすい環境づくり／魅力あるまち

づくりと定住の促進 

 ≫ 現状・課題   

本県では、就職などを契機として若者等の県外流出が続いており、要因の

一つとして、県内企業の情報が十分届いていないことが挙げられます。 

そのため、的確な情報を積極的に発信していくことにより、県内企業に対

する理解を深め、若者等の県外流出を防ぐとともに、Ｕ・Ｉターン就職を促

進することが必要となっています。 
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また、県土面積の５割強を占める過疎地域などの条件不利地域において  

  居住を希望する人が住み続けられるよう、交通など生活サービスの維持・充

実が必要となっています。 

 

 ≫ 取組事項   

○ ＳＮＳやポータルサイト等を活用した企業情報、Ｕ・Ｉターン情報の

充実 

○ ＩＣＴを活用した過疎地域等における交通の利便性向上 

 

４ 付加価値の高い持続可能な農林水産業の実現 

 ≫ 現状・課題   

本県において、農林水産業は基幹産業であり、恵まれた自然環境と高い技

術に裏付けられた農林水産物は高品質であるものの、米の消費量の減少等に

より、米を中心に農業産出額の減少が続いているとともに、高齢化が進み、

事業継承者の育成が課題になっているところです。 

農林水産業者の所得向上を図り、儲かる農林水産業の実現や農業をベース

とした中山間地域の維持を図るには、先端技術を活用した生産性の向上や作

業の省力化等を進める必要があります。 

 

≫ 取組事項   

○ ＩＣＴやロボット工学など先端技術を活用した生産性の向上等に向け

た研究開発 

○ 中山間地域でのスマート農業の研究・導入支援 

○ ＩＣＴなど新たな技術を活用できる農業経営者の育成 
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Ⅲ 県民一人一人が学び、成長し、活躍できる新潟 

１ 将来の夢や希望を育みかなえる教育の推進 

 ≫ 現状・課題   

未来を切り拓くための資質・能力を育むことを示した学習指導要領の趣旨

を踏まえ、教職員の指導力向上を図り、児童生徒一人一人の個性や能力を伸

ばす教育を進めています。 

また、近年のいじめ事案等の発生状況を緊急事態と捉え、「いじめをしな

い、見逃さない、許さない」という意識の一層の醸成のため、いじめから児

童生徒を徹底して守る、という視点に基づいたいじめ防止等の支援や対策に

取り組んでいます。 

 

≫ 取組事項   

○ ＩＣＴを活用した学力向上推進システムや教育支援システムなどによ

る教職員の指導力向上 

○ ＩＣＴを活用したプログラミング教育の充実 

○ ＳＮＳやポータルサイト等を活用したいじめ防止等の取組の強化 
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第４章 行政におけるＩＣＴの推進 

 

Ⅰ 電子行政の推進 

 

≫ 現状・課題   

国は、「地方公共団体オンライン利用促進指針」（平成 30 年５月）により、

地方公共団体のオンライン化の取組方針を定めました。 

また、「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」

（令和元年６月）において、デジタル化の３原則*に沿い、デジタルファース

トの実現に向けた法整備を図りました。令和元年５月に公布された「デジタ

ル手続法」では、デジタル３原則の下、国は行政手続のオンライン化実施を

原則とし、地方公共団体においては努力義務とするよう定めました。 

本県では、電子申請システムや電子調達システムを運用し、各種手続のオ

ンライン化を進めてきたところですが、行政サービス向上や効率的な行政運

営のため、引き続き各種手続のオンライン化やシステムの利便性向上を図る

ことが必要です。 

 

≫ 取組事項  

○ 行政手続等のオンライン化の推進 

○ 自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 

○ 図書館関連業務に係る電子化の推進 

○ マイナンバーカードの普及促進 

○ システムによる適正な公文書管理の推進 
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   ○ 会議資料のペーパーレス化 

○ テレビ会議システムの活用推進 

○ 行政事務効率化に向けたＡＩ・ＲＰＡ活用 

 ○ Web 会議システムや音声・通話ソフトの有効活用 

     ○ 監査業務におけるＩＣＴの活用 

      ○ テレワークの実現に向けた検討 

 

Ⅱ オープンデータの推進 

 

 ≫ 現状・課題   

オープンデータの推進は、国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解

決や経済活性化、行政の高度化・効率化、透明性・信頼性の向上に資するも

のと期待されています。 

国は、「オープンデータ基本指針」（平成 29 年５月）により、国、地方公

共団体、事業者が公共データの公開及び活用に取り組むうえでの基本指針を

定めました。また、「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推

進基本計画」において、令和２年度中に地方公共団体におけるオープンデー

タ取組率 100％を目指しています。 

県では、平成 26 年度に「新潟県オープンデータ利用規約」を制定しまし

た。庁内の各所属が保有するデータをオープンデータとして公開する方法を

整理するとともに、県ホームページにオープンデータのリンク集（カタログ

サイト）を作成しており、引き続き、データの充実や機械判読しやすいファ

イル形式での公開を一層進めていく必要があります。 

また、地域の諸課題解決等を実現するためには、オープンデータの活発な
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利活用を促していくことも必要です。 

なお、県内市町村でオープンデータを公開している団体は、令和元年 12

月現在、10 市（約 33％）に留まっています。 

 

≫ 取組事項   

○ オープンデータの推進及び人材育成 

○ データ利活用の促進 

○ セミナーの開催等による市町村への取組支援 

 

Ⅲ 情報基盤・システムの高度化・効率化 

 

 ≫ 現状・課題   

クラウドについては、既に一部の業務において活用されています。引き続

き、導入に当たっては、それぞれのシステムの特性を踏まえつつ、統合・共

同化による業務軽減やコスト最適化という面だけでなく、業務継続性やセキ

ュリティ向上の面からも検討して進める必要があります。 

また、長時間勤務の解消や働きやすい職場環境づくりなどを目指す、働き

方改革を推進するため、ＩＣＴの活用による業務効率化が求められています。 

 

≫ 取組事項   

○ 県及び市町村におけるクラウドの活用推進 

     ○ ホームページ管理システムの再構築 

○ 庁内無線ＬＡＮの導入に向けた検討 
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Ⅳ 人材育成 

 

 ≫ 現状・課題   

職員が遂行する業務において、情報機器やシステムなどハード面の整備だ

けでなく、人材育成などのソフト面も重要になっています。 

ＩＣＴを活用した行政経営の高度化及び効率化のためには、文書作成・編

集など、一般的なアプリケーションを用いた情報処理技術だけでなく、高度

なＩＣＴを活用できる人材育成に取り組む必要があります。 

また、システム構築や運用管理に当たっては、専門技術を有する事業者へ

の委託が必要となりますが、委託業務を決定する際に必要な要件定義や仕様

書の作成、システム構築のプロジェクト管理を担う職員の育成も必要です。 

 

≫ 取組事項   

○ システム活用の基礎的研修の実施 

○ 新技術の活用やシステム運用管理を担う専門能力の育成 

○ ｅラーニングシステムの活用  
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働き方改革及び行財政改革への寄与 

   

 本プランにおける取組事項は、新潟県庁働き方改革行動計画（平成 30 年９月）

及び新潟県行財政改革行動計画（令和元年 10 月）とも関連性が深く、これらの

改革にあたってはＩＣＴの活用等も具体的方策として示されています。そのため、

本プランの取組事項について、働き方改革及び行財政改革の視点から整理します。 

 

Ⅰ 働き方改革を支えるＩＣＴ環境の整備 

 １ 仕事の進め方を支えるＩＣＴ環境の整備【再掲】 

 ○ テレビ会議システムの活用推進 

○ 会議資料のペーパーレス化 

○ 行政事務効率化に向けたＡＩ・ＲＰＡ活用 

○ Web 会議システムや音声・通話ソフトの有効活用 

  ○ 監査業務におけるＩＣＴの活用 

      ○ 庁内無線ＬＡＮの導入に向けた検討 

 

２ 働きやすい職場を支えるＩＣＴ環境の整備【再掲】  

    ○  テレワークの実現に向けた検討 
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Ⅱ 行財政改革の推進に資するＩＣＴ・データの利活用 

  業務力の向上【再掲】 

   ○ テレビ会議システムの活用推進 

○ 会議資料のペーパーレス化 

○ 行政事務効率化に向けたＡＩ・ＲＰＡ活用 

○ Web 会議システムや音声・通話ソフトの有効活用 

○ 監査業務におけるＩＣＴの活用 

○ テレワークの実現に向けた検討 
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取組事項一覧 

 

 

 
大項目 中項目 取組事項 担当課 

官民データ

分類（※１） 

 

 

第
３
章 

地
域
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
推
進 

 

Ⅰ 

安
全
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
、
暮
ら
し
や
す
い
新
潟 

１ 一段加速

した防災・減

災対策の推

進 ／ 安 全 ・

安心な地域

を 支 え る 基

盤づくり 

 

防災情報等の充実を図ることにより、住民主体の迅速

かつ確実な避難行動を支援 
土木部河川管理課, 

農地部農地建設課 

   
  - 

新潟県総合防災情報システムの強化 防災局危機対策課 
  
  ⑤ 
 

公共施設の状況のデータベース化 総務管理部管財課   ⑤ 

建設現場のＩＣＴの普及促進に向けた支援 土木部技術管理課 
   
  - 
 

通信環境に関する格差の解消促進 総務管理部情報政策課 
  
  ④ 
 

２ 安全で安

心なまち

づくり 

犯罪の未然防止のため、将来的な AI 等の活用の検討 
 
警察本部刑事総務課 
 

 
  - 

サイバーパトロールの強化、サイバーセキュリティ情報
発信の充実 

警察本部サイバー犯罪対策課 
   
  - 

運転支援など高度道路交通システムの活用 警察本部交通規制課 
 
  - 
 

３ 健康立県

の実現 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」の構築 福祉保健部福祉保健課 
 
  ⑤ 

すべての県立病院における電子カルテの導入 病院局業務課 
 
  ⑤ 
 

４  子どもを

生み育て

やすい環

境の整備

／ 住 み

慣れた地

域で自立

した生活

が続けら

れる福祉

の充実 

SNS、ポータルサイト等を活用した結婚・子育てに関す
る切れ目ない情報提供等の推進 

福祉保健部少子化対策課 

 
  - 

ポータルサイトを活用した介護人材確保に関する情報
提供の強化 

福祉保健部高齢福祉保健課 

 
  - 
 

介護保険サービス事業所における介護ロボット導入等

の支援 
福祉保健部高齢福祉保健課 

 
   
  - 

Ⅱ 

地
域
経
済
が
元
気
で
活
力
の
あ
る 

新
潟 

１ 多様な地

域 資 源

を活かし

た 交 流

人 口 の

拡大 

SNS など多様な情報発信ツールによる観光情報の発

信の充実 
観光局観光企画課、国際観光推進課 

 
  - 

訪日外国人を対象とした SNS による情報の充実、多
言語観光情報サイトのリニューアル 

観光局国際観光推進課 

 
  - 

MICE 誘致の推進 観光局観光企画課 
 
  - 
 

文化イベント及び地域文化・行事のＰＲのためのＳＮＳ

やポータルサイト等による情報発信の推進 

県民生活・環境部文化振興課 

教育庁文化行政課 
 

 
 

- 
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第
３
章 

地
域
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
推
進 

Ⅱ 

地
域
経
済
が
元
気
で
活
力
の
あ
る
新
潟 

２ 挑戦する

人や企業が

生 ま れ 、 集

まる環 境の

整備 

県内企業のＡＩ、ＩｏＴ、５G 等の活用促進及び人材育成
等の支援 

産業労働部産業振興課 
 

-  

起業・創業に関する SNS やポータルサイト等による情
報発信の強化 

産業労働部創業・経営支援課 
 
  -  
 

民間企業や大学等によるＩＣＴの普及啓発・実用化等
への支援 

総務管理部情報政策課 
 
  - 
 

キャッシュレス決済の普及促進 

知事政策局政策課 

総務管理部情報政策課 

産業労働部創業・経営支援課 

商業・地場産業振興課 

観光局国際観光推進課 

 
  - 

３ 多様な雇

用 の 場

の確保と

働きやす

い 環 境

づ く り ／

魅力ある

ま ち づ く

りと定住

の促進 

SNS やポータルサイト等を活用した企業情報、Ｕ・Ｉター
ン情報の充実 

総務管理部大学・私学振興課 

県民生活・環境部新潟暮らし推進課 
産業労働部労政雇用課 

 
 
  - 

ＩＣＴを活用した過疎地域等における交通の利便性向
上 

総務管理部地域政策課 

交通政策局交通政策課 

 
 
  - 

４ 付加価値

の 高 い

持 続 可

能 な 農

林 水 産

業 の 実

現 

ＩＣＴやロボット工学など先端技術を活用した生産性の向
上等に向けた研究開発 

農林水産部農業総務課 

農産園芸課 

農地部農地計画課 

 
  - 
 

中山間地域でのスマート農業の研究・導入支援 
農林水産部農業総務課 

地域農政推進課 

 
  - 
 

ＩＣＴなど新たな技術を活用できる農業経営者の育成 農林水産部経営普及課 

 
  - 
 

Ⅲ 

県
民
一
人
一
人
が
学
び
、
成
長
し
、
活

躍
で
き
る
新
潟 

１ 将来の夢

や 希 望

を 育 み

かなえる

教 育 の

推進 

ＩＣＴを活用した学力向上推進システムや教育支援シス

テムなどによる教員の指導力向上 
教育庁義務教育課 

 
   
 ⑤ 

ＩＣＴを活用したプログラミング教育の充実 教育庁義務教育課 

 
  - 
 

SNS やポータルサイト等を活用したいじめ防止等の取

組の強化 
教育庁生徒指導課 

  
  - 
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 項目 取組事項 担当課 官民データ

分類（※１） 

第
４
章 

行
政
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
推
進 

Ⅰ 

電
子
行
政
の
推
進 

行政手続等のオンライン化の推進 総務管理部情報政策課 ① 

自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 総務管理部税務課、警察本部交

通規制課 ① 

図書館関連業務に係る電子化の推進 教育庁生涯学習推進課 ① 

マイナンバーカードの普及促進 総務管理部情報政策課 ③ 

システムによる適正な公文書管理の推進 総務管理部法務文書課 ⑤ 

会議資料のペーパーレス化 総務管理部情報政策課 ⑤ 

テレビ会議システムの活用推進   総務管理部人事課、管財課 ⑤ 

行政事務効率化に向けたＡＩ・ＲＰＡ活用 
知事政策局広報広聴課、 

総務管理部情報政策課、 

人事課 

⑤ 

Ｗｅｂ会議システムや音声・通話ソフトの有効活用 総務管理部情報政策課 - 

監査業務におけるＩＣＴの活用 監査委員事務局 - 

テレワークの実現に向けた検討 
総務管理部情報政策課 

人事課 
- 

Ⅱ 

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ

の
推
進 

オープンデータの推進及び人材育成 総務管理部情報政策課 ② 

データ利活用の促進 総務管理部情報政策課 ② 

セミナーの開催等による市町村への取組支援 総務管理部情報政策課 ② 

Ⅲ 

情
報
基
盤
・

シ
ス
テ
ム
の

高
度
化
・
効

率
化 

県及び市町村におけるクラウドの活用推進 総務管理部情報政策課 ⑤ 

ホームページ管理システムの再構築 総務管理部情報政策課 ④⑤ 

庁内無線ＬＡＮの導入に向けた検討 総務管理部情報政策課 - 

Ⅳ 

人
材
育
成 

システム活用の基礎的研修の実施 総務管理部情報政策課 - 

新技術の活用やシステム運用管理を担う専門能力の育成 総務管理部情報政策課 - 

ｅラーニングシステムの活用 総務管理部情報政策課 - 
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※１【官民データ活用推進計画としての主な取組事項の分類】 

① 手続きにおける情報通信の技術の利用等に係る取組（オンライン化原則） 

② 官民データの容易な利用等に係る取組（オープンデータの推進） 

③ 個人番号カードの普及及び活用に係る取組（マイナンバーカードの普及・活用） 

④ 利用の機会等の格差の是正に係る取組（デジタルデバイド対策等） 

⑤ 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組 

（クラウド化による経費削減、業務継続性の確保 等） 
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用語解説 

 

◆ウェブアクセシビリティ 

高齢者や障害者など心身の機能に制約のある人でも、年齢的・身体的条件に関わらず、ウ

ェブで提供されている情報にアクセスし利用できること。 

 

◆オープンデータ  

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット等

を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、次のいずれの項目にも該当する

形で公開されたデータのこと。 

・営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 

・機械判読に適したもの 

・無償で利用できるもの 

 

◆クラウド（サービス） 

インターネット上に存在するサーバの機能を、それらのサーバ群を意識することなく利用

できるサービスのこと。 

 

◆高度道路交通システム  

情報通信技術等を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築すること。 

渋滞、交通事故、環境悪化等の道路交通問題の解決を図るもの。 

 

◆推奨データセット  

 地方公共団体がオープンデータに取り組むにあたって、共通化して公開することが望まし

いとして示されたデータ項目のこと。 

 

◆第４次産業革命 

 18 世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第１次産業革命、20 世紀初頭

の分業に基づく電力を用いた大量生産である第２次産業革命、1970 年代初頭からの電子工

学や情報技術を用いた一層のオートメーション化である第３次産業革命に続く、ＡＩ、Ｉｏ

Ｔ、ビッグデータなどによる技術革新のこと。 

 

◆デジタル化の３原則 

デジタルファースト：国民が、個々の手続・サービスについて最初から最後まで一貫して

デジタルで完結できること。 

ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出する必要がない仕組みのこと。 

コネクテッド･ワンストップ：民間サービスを含め、一か所でサービスを完結すること。 
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◆ハイブリッドクラウド 

 パブリッククラウド（クラウドの標準的なサービスを不特定多数が共同で利用する形態）

とプライベートクラウド（利用組織等に専用のクラウド環境）のそれぞれのメリットを活か

すため、両者を統合して利用すること。 

 

◆ビッグデータ 

利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキストデータ、携帯電話・スマー

トフォンに組み込まれた GPS（全地球測位システム）から発生する位置情報、時々刻々と生

成されるセンサーデータなど、ボリュームが膨大であると共に、構造が複雑化することで、

従来の技術では管理や処理が困難なデータ群のこと。 

 

◆５Ｇ 

 Ｇとは Generation の略であり、第５世代移動通信システムのこと。 

 ４Ｇに続く次世代ネットワークとして、通信速度の向上だけでなく、「多数同時接続」、「超

低遅延」といった特徴を持っているもの。 

 

◆ファイルサーバ 

 庁内ＬＡＮを介して、ファイルを複数人で共有するためのサーバのこと。 

 

◆ブロックチェーン 

 金融取引などの記録をネットワーク上で管理する技術の一つで、インターネット上の複数

のコンピュータを用いて記録を互いに共有し、検証し合いながら鎖(チェーン)のようにつな

いで蓄積する仕組みのこと。 

 記録を検証し合うので改ざん等が防げる点と、集中管理する大規模な設備が不要なため、

運営コストが割安なのが特徴。 

 

◆マイナンバーカード 

 社会保障・税番号制度において発行され、氏名、住所、生年月日、性別、個人番号（マイ

ナンバー）、顔写真などを券面に表示し、これらをＩＣチップに記録するカードのこと。 

 

◆マイキープラットフォーム  

 マイナンバーカードのマイキー部分（ＩＣチップの空きスペースと公的個人認証の部分で、

国や地方自治体といった公的機関だけでなく、民間でも活用できるもの）を活用して、マイ

ナンバーカードを公共施設や商店街などに係る利用者ＩＤなど各種サービスを呼び出す共

通の手段とするための情報基盤のこと。 

 

◆モバイル決済  

 スマートフォンなどの携帯端末と、専用の読み取り機を通じて情報を送受信し、商品代金

や交通運賃などの支払いができる電子決済サービスの総称のこと。 
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◆ユニークベニュー 

歴史的建造物、文化施設や公的空間等で、会議・レセプションを開催することで特別感

や地域特性を演出できる会場のこと。 

 

◆ＡＩ 

 Artificial Intelligence の略で、人工知能のこと。 

 

◆ＣＩＯ 

 Chief Information Officer の略で、本県においては、新潟県行政情報化推進基本要綱に

基づく最高情報統括責任者のこと。 

 

◆FinTech 

 Finance（金融）と Technology（技術）を組み合わせた造語で、情報通信技術を活用した

革新的な金融サービスのこと。 

 

◆ＩＣＴ 

 Information and Communications Technology の略で、情報通信技術のこと。 

 

◆ＩＣＴリテラシ 

 ＩＣＴを使いこなす技術・能力のこと。 

 本プランでは、パソコンの操作方法や技術的知識だけでなく、ＩＣＴを利用する際のマナ

ーやモラルといった事項も含めたもの。 

 

◆ＩｏＴ 

 Internet of Things（モノのインターネット）の略で、身の周りのあらゆるモノがインタ

ーネットにつながる仕組みのこと。 

 

◆ＰＤＣＡ 

 事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ。Plan

（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の４段階を繰り返すことによって、

業務を継続的に改善すること。 

 

◆ＲＰＡ 

 Robotic Process Automation の略。ルールエンジン、機械学習、人工知能などの認知技術

を活用した、オフィス業務の効率化や自動化に向けた取り組みのこと。 
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◆ＭaaＳ  

電車やバス、飛行機など複数の交通手段を乗り継いで移動する際の予約や運賃の支払い

等を、手元のスマートフォン等から検索～予約～支払を一度に行えるように改めて、ユー

ザーの利便性を大幅に高めたり、また移動の効率化により都市部での交通渋滞や環境問

題、地方での交通弱者対策などの問題の解決に役立てようとするサービス 

 

◆ＭＩＣＥ  

企業等の会議(Meeting)、企業等の行う報奨・研修旅行(インセンティブ旅行)(Incentive 

Travel)、国際機関・団体、学会等が行う国際会議(Convention)、展示会・見本市、イベ

ント(Exhibition/Event)の頭文字を取った、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベン

トなどの総称。 

 

◆ＳＮＳ  

 Social Networking Service（Site）の略。参加するユーザーが互いに自分の趣味などを

公開し、より親密なコミュニケーションを取り合うことを目的としたコミュニティ型の Web 

サイトのこと。  

庁内 SNS は、県組織内のみで利用する閉じた SNS のこと。
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昭和 60 年度 ～  ＯＡ検討報告書 

昭和 61 年度 ～ 平成２年度 ＯＡ推進５か年計画 

平成３年度 ～ 平成７年度 第二次新潟県ＯＡ推進５か年計画 

平成８年度 ～ 平成 12 年度 新潟県行政情報化推進計画 

平成 13 年度 ～ 平成 17 年度 

新潟県行政情報化推進計画 

「電子県庁」アクションプラン 

（具体的作業項目） 

平成 18 年度 ～ 平成 20 年度 新潟県行政情報化プラン（2006-2008） 

平成 21 年度 ～ 平成 23 年度 新潟県行政情報化プラン（2009-2011） 

平成 24 年度 ～ 平成 27 年度 新潟県情報化プラン（2012-2015） 

平成 28 年度 ～ 令和元年度 新潟県情報化プラン（2016-2019） 

 

 

  


